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⒝ Not come under Article 71 of the Cabi‑
net Order concerning the Budget, Audit‑
ing and Accounting

⒞ Have Grade A, B, C or D Selling in
terms of the qualification for participat‑
ing in tenders by Ministry of Land, Inf‑
rastructure, Transport and Tourism
(Single qualification for every ministry
and agency) in the fiscal years 2016／
2017／2018 and have qualification for
participating in competition of the Hok‑
kaido region,
⒟ Have received the registration of retail
electricity business based on the pro‑
visions of Article 22 of the Electricity
Business Act
⒠ Fulfill the requirement mentioned in
the tender manual that are stated from
the viewpoint of reducing CO２.
⒡ Meet the qualification requirements
which the Obligating Officer may specify
in accordance with Article 73 of the Cabi‑
net Order.
⒢ Acquire the electric certificate in case
of using the Electric Bidding system
https://www.nyusatsu.geps.go.jp/OMP/
Accepter/

 Time‑limit for tender : 16 : 00 8 January
2019
 Contact point for the notice : Takashi
Shibuki, Second Contract Section, Account‑
ing Division, Sapporo Regional Head‑
quarters, Nishi‑18‑chome, Kita 2‑joe, Chuo‑
ku, Sapporo City, Hokkaido 0600002 Ja‑
pan TEL 0116116170

入 札 公 告
次のとおり一般競争入札に付します。
平成 30 年 11 月 12 日

支出負担行為担当官
札幌管区気象台長 山里 平

◎調達機関番号 020 ◎所在地番号 01
〇札気第２号
１ 調達内容
 品目分類番号 26
 調達件名及び数量 札幌管区気象台管内で
使用する電気（低圧）の調達（電子入札対象
案件）
⒜ 契約容量等、予定使用電力量
 網走地方気象台
従量電灯 32kVA 70000kWh
低圧電力 16kW 7500kWh

 帯広測候所
従量電灯 28kVA 77700kWh
低圧電力 11kW 3600kWh
 毛無山気象レーダー観測所
従量電灯 25kVA 79800kWh
低圧電力 13kW 17900kWh
 昆布森気象レーダー観測所
従量電灯 30kVA 82100kWh
低圧電力 13kW 14800kWh
 釧路高層気象観測施設
従量電灯 20kVA 14700kWh
低圧電力 20kW 25500kWh
 局地的気象監視システム室蘭局
従量電灯 15kVA 28800kWh
 小樽特別地域気象観測所
従量電灯 15kVA 6200kWh
 留萌特別地域気象観測所
従量電灯 20kVA 35600kWh

 羽幌特別地域気象観測所
従量電灯 ９kVA 4300kWh
 苫小牧特別地域気象観測所
従量電灯 ６kVA 6200kWh
 広尾特別地域気象観測所
従量電灯 15kVA 6500kWh
 上川朝日津波地震観測局
従量電灯 60Ａ 5300kWh
 北見枝幸特別地域気象観測所
従量電灯 60Ａ 8000kWh
 紋別特別地域気象観測所
従量電灯 50Ａ 6400kWh
 雄武特別地域気象観測所
従量電灯 50Ａ 6900kWh
 寿都特別地域気象観測所
従量電灯 50Ａ 5500kWh
 浦河特別地域気象観測所
従量電灯 50Ａ 5200kWh
 森地域気象観測所
従量電灯 50Ａ 3800kWh

 調達案件の特質等 仕様書による。
 使用期間 2019年４月１日から2020年３月
31日
 需要場所 仕様書のとおり。
 入札方法 入札金額は、各社において設定
する契約容量等に対する単価（基本料金単価。
同一月においては単一のものとする。）及び使
用電力量に対する単価（電力量料金単価。同
一月においては単一のものとする。）を根拠
（小数点以下を含むことができる。）とし、札

幌管区気象台が提示する契約容量等及び予定
使用電力量の対価を入札金額とすること。な
お、入札時においては、燃料調整費、太陽光
発電促進付加金及び電気事業者による再生可
能エネルギー電気の調達に関する特別措置法
に基づく賦課金は考慮しないものとする。
また、落札決定に当たっては入札書に記載
された金額（総価）に当該金額の８％に相当
する額を加算した金額（当該金額に１円未満
の端数があるときは、その端数金額を切り捨
てるものとする。）をもって落札価格とするの
で、入札者は、消費税及び地方消費税に係る
課税事業者であるか免税事業者であるかを問
わず、見積もった契約金額の108分の100に相
当する金額を入札書に記載すること。
 電子調達システムの利用 本案件は、証明
書等の提出・入札を電子調達システムで行う
対象案件である。なお、電子調達システムに
よりがたい場合は、あらかじめ紙入札方式参
加願いを提出しなければならない。

２ 競争参加資格
 予算決算及び会計令（以下「予決令」とい
う。）第70条の規定に該当しない者であるこ
と。なお、未成年者、被保佐人又は被補助人
であって、契約締結のために必要な同意を得
ている者は、同条中、特別の理由がある場合
に該当する。
 予決令第71条の規定に該当しない者である
こと。
 平成28・29・30年度国土交通省（全省庁統
一資格）「物品の販売」の「Ａ」、「Ｂ」、「Ｃ」又
は「Ｄ」等級に格付けされ北海道地域の競争
参加資格を有する者であること。
なお、平成31・32・33年度に有効となる競
争参加資格申請書の写しを、申請後速やかに
提出すること。
 電気事業法第２条の２の規定に基づき小売
電気事業の登録を受けている者であること。
 予決令第73条の規定に基づき支出負担行為
担当官が定める入札参加資格として、省CO２
化の要素を考慮する観点から、入札説明書に
記載する基準を満たすこと。
 電子調達システムによる場合は、電子認証
（ＩＣカード）を取得していること。
 入札説明書の交付を受けた者であること。
 札幌管区気象台から指名停止の措置を受け
ている期間中の者でないこと。

 警察当局から、暴力団員が実質的に経営を
支配するもの又はこれに準ずるものとして、
国土交通省公共事業からの排除要請があり、
当該状態が継続しているものでないこと。
 競争参加資格の申請の時期及び場所 「競
争参加者の資格に関する公示」（平成30年３月
30日付官報）に記載されている時期及び場所
で申請を受け付ける。

３ 入札書の提出場所等
 入札書の提出場所、契約条項を示す場所、
入札説明書の交付場所及び問い合わせ先
〒0600002 北海道札幌市中央区北２条西
18丁目 札幌管区気象台会計課第二契約係
澁木 卓 電話0116116170
 電子調達システムのＵＲＬ及び問い合わせ
先
・電子調達システム
https://www.nyusatsu.geps.go.jp/OMP/

Accepter/
・電子調達システムヘルプデスク
電話0570014889

 証明書等の受領期限 平成30年12月21日17
時00分
 電子調達システムによる入札書、及び紙入
札書、郵送等による入札書の受領期限 平成
31年１月８日16時00分
 開札の日時及び場所 平成31年１月９日14
時00分 札幌管区気象台２階防災連絡室

４ その他
 契約手続きにおいて使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨。

 入札保証金及び契約保証金 免除。
 入札者に要求される事項
⒜ 電子調達システムにより参加を希望する
者は、入札書類データ（証明書等）のほか
に契約担当官等の交付する入札説明書に基
づく当該物品の仕様データ等を作成し、所
定の受領期限までに入札書類データととも
に上記３に示すアドレスに提出しなけれ
ばならない。
⒝ 紙入札方式により参加を希望する者は、
契約担当官等の交付する入札説明書に基づ
く当該物品の仕様を記載した書類を作成
し、これを必要な証明書とともに所定の受
領期限までに提出しなければならない。
なお、⒜、⒝いずれの場合も開札日の前日
までの間において必要な証明書等の内容に関
する契約担当官等からの照会があった場合に
は、説明しなければならない。
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